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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

　 当社は「ビルを造り、街を創り、時代を拓く」という経営理念のもと、当社グループが持続的かつ安定的に成長し長期的な企業価値の向上を図る

観点から、公正・透明かつ迅速・果断な意思決定を行うことがコーポレートガバナンスの要諦であると考えております。この考えに基づき、「コーポ
レートガバナンスに関する基本方針」を策定し、当社ホームページにて公表しております。

　 　https://www.daibiru.co.jp/company/governance/

　 また、当社はコンプライアンスはコーポレート・ガバナンスの基本要素であるとの認識のもと、「法令および規則を遵守し、社会の一員として、社

会規範、企業倫理に照らして品位ある行動をします。」を『グループ行動規準（２．法令遵守）』に掲げるとともに、コンプライアンス体制を推進する
機関として「コンプライアンス委員会」を設置し、日常の業務活動においてもその徹底を図っております。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

【原則４－１１／補充原則４－１１－１】取締役会の全体としての知識・経験・能力のバランス、多様性及び規模に関する考え方

　当社の取締役会は、その役割・責務を果たすための知識・経験・能力を全体としてバランス良く備え、その多様性と適正規模を両立させる形で構
成することを基本方針としておりますが、取締役会の構成メンバーの多様性については、引き続き検討の余地があると認識しております。

　なお、取締役候補につきましては、知識・経験・能力の観点から当社の取締役として十分な資質があると判断される人物を選考しております。

　また、各取締役の知識・経験・能力等のスキル・マトリックスの開示につきましては、現在検討中でありますが、独立社外取締役２名は、ともに他
社での経営経験を有しております。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

【原則１－４】政策保有株式

　当社は、対外的関係の維持・強化を通じ、中長期的な当社の企業価値の向上に資すると判断される場合、取引先等の株式を取得し保有するこ
とができるものとします。保有にあたっては、その保有目的やリターンとリスクを踏まえた経済合理性等の観点から、毎年、個別の政策保有の適否
につき取締役会において検証し、保有の妥当性が認められない場合には、縮減を図ります。

　政策保有株式の議決権の行使については、当該会社の企業価値の向上や株主共同の利益等の観点から、もって当社の企業価値の向上に資
するか否かを含めて総合的に判断いたします。なお、適切な議決権行使のため、以下の基準に沿って対応いたします。

　１．個別議案ごとに内容を精査し、賛否を判断します。

　２．株主としての当社の企業価値を毀損する提案に対しては、会社提案・株主提案にかかわらず、反対票を投じます。

　３．反社会的行為、法令違反、社会的不祥事等コーポレートガバナンス上の重大な懸念事項が生じている場合には反対票を投じます。

　また、当社の株式を政策的に保有する株主から売却の意向が示された場合、取引の縮減を示唆するなどの売却を妨げることは一切行いませ
ん。

【原則１－７】関連当事者間の取引

　当社は、当社の取締役および執行役員が自らに関して利益相反に関する問題が生じた場合には、取締役会に報告し、取締役会の承認を得なけ
ればならない旨を取締役会規程および執行役員規程に定めております。また、当該取引を実施した場合には、法令の定めるところにより、その重
要な事実を適切に開示いたします。

　また、当社は親会社および親会社のグループ会社との取引等においても、一般取引先との取引同様、市場価格等に基づき双方協議のうえ、公
正妥当な取引を行うこととしております。

【補充原則２－４－１】女性の活躍促進等社内の多様性の確保

　当社グループは、ビジネスを取り巻く環境変化が激しくなる中、多様な人材の活躍を推進しており、性別、出身その他の区別はせず、従業員の能
力と適性を十分に考慮のうえ、採用、起用を実行しております。

　また当社では、様々なバックグラウンド・価値観を有する人々にとって働きやすい職場とすべく、出産育児休暇、時短勤務、在宅勤務、時差出勤
等の諸制度を設けているほか、ワークライフバランス推進の観点から、就業時間管理の徹底、会議の時間短縮・効率化等にも努めております。

　併せて、業務上必要なスキルを従業員が習得しやすいよう従業員向け研修プログラムを整備する等、人材育成に努めております。

＜女性管理職の登用＞

　当社では、女性のみを積極的に登用するといったことは行っておりませんが、年々管理職を担う女性は増加し、現在では５名が管理職として活
躍しており、そのうち２名が課長職を担うなど、その活躍の場は拡大しております。今後も女性の管理職への登用を継続していく予定です。

＜外国人の管理職への登用＞

　当社グループの海外事業会社では、管理職ポストのうち約８割を外国人人材が担っており、今後も現地に根差した運営や現地ネットワークを活
用した新規物件情報の取得等による海外事業の推進を図るため、外国人人材の管理職への登用を継続していく予定です。

＜中途採用者の管理職への登用＞

　当社では、継続的に中途採用を実施しており、現在、当社管理職のうち中途採用者の割合は約３割を占めております。今後もより一層経営に多
様な価値判断が反映されるよう、中途採用者の管理職への登用を継続していく予定です。



【原則２－６】企業年金のアセットオーナーとしての機能発揮

　当社は、受益者への年金給付を将来にわたり確実に行うため、必要とされる総合収益を長期的に確保することを目的に、安定的に運用していく
ことを第一義とし、運用機関から意見を聴取した上で、中長期的観点から、政策的資産構成割合を策定いたします。その際、当社財務・経理部門
が運用状況を確認し、担当部門に助言・提案することとしております。

【原則３－１】情報開示の充実

　■経営理念、経営計画

　　　 当社は、当社ホームページにおいて、「経営理念」、「ミッションステートメント」、「グループ行動規準」を公表しておりますので、ご参照下さい。

　　　　https://www.daibiru.co.jp/company/philosophy/

　　　 また、「中期経営計画」を当社ホームページで公表しておりますので、ご参照下さい。

　　　　https://contents.xj-storage.jp/xcontents/AS03619/4d35ffe8/b4a5/4ab1/b745/7141fd440182/20180502160549874s.pdf

　■コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方および基本方針

　　 　当社のコーポレートガバナンスに関する基本的な考え方については、本報告書「１．基本的な考え方」をご覧下さい。

　　 　また、「コーポレートガバナンスに関する基本方針」を策定し、当社ホームページにて公表しておりますので、ご参照下さい。

　　　　https://contents.xj-storage.jp/xcontents/AS03619/ce512c48/1f3d/40e7/b96d/75c2f98a642b/20211216102014098s.pdf

　■取締役会が経営陣幹部・取締役の報酬を決定するに当たっての方針と手続

　（1）取締役の個人別の報酬等の内容にかかる決定方針に関する事項

　　　①取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針の決定方法

　　　　　当社は、取締役の個人別の報酬等の内容にかかる決定方針（以下、「決定方針」という。）を定めております。

　　　　　決定方針の決定にあたっては、取締役会において２回にわたる審議を行い、2021年２月26日開催の取締役会において、決定方針を決議

　　　　　いたしました。

　　　②決定方針の内容

　 　　　決定方針の内容は、次のとおりであります。

　　　　（a）月額報酬

　　　　　　取締役の基本報酬は固定の月額報酬とし、中長期的な安定拡大を目指す当社事業の特性を踏まえ、役位および担当に応じ安定的な

　　　　　　水準を支給する。個人別の月額報酬は、取締役会議長が報酬案を作成し、「ガバナンス諮問委員会」に諮ったうえで決定する。

　　　　（b）業績連動報酬等（賞与）

　 　　　　　取締役（社外取締役を除く。）に対する賞与は、業績と連動し、役位および担当ならびに個人別の業績評価を反映することとし、取締役

　　　　　　会議長が案を策定し、当該事業年度に係る定時株主総会の決議を経て、その総額を決定する。賞与案の策定にあたっては、「ガバナ

　　　　　　ンス諮問委員会」に諮り定めた算定式を用いて算出する。個人別の賞与額は、社長執行役員が決定し、毎年一定の時期に支給する。

　　　　（c）非金銭報酬等（譲渡制限付株式報酬）

　　　　　　取締役（社外取締役を除く。）に対する譲渡制限付株式報酬は、当社の企業価値の持続的な向上を図るインセンティブを与えるととも

　　　　　　に、取締役と株主の一層の価値共有を進めることを目的として、上記月額報酬および賞与とは別枠で、毎年一定の時期に支給する。

　　　　　　個人別の株数は、社長執行役員が、「ガバナンス諮問委員会」に諮ったうえで役位ごとに定めた内規に従い決定する。

　　　　（d）上記（a）月額報酬（（b）、（c）以外の報酬等）、（b）業績連動報酬等または（c）非金銭報酬等の額の取締役の個人別の報酬等の額に

　　　　　　対する割合の決定に関する方針

　　　　　　数値目標と実績が一致した場合の月額報酬、賞与（個人の業績評価前）、譲渡制限付株式（2020年導入時過去５年間平均株価ベース）

　　　　　　の比率は、概ね65：25：10とする。

　（2）取締役以外の役員に係る報酬の方針の決定方法および方針の内容の概要

　　　　　監査役の月額報酬は、株主総会において決議された報酬総額の範囲内で、監査役の協議により決定いたします。なお、監査役の報酬

　　　等については、固定の月額報酬のみを支給しており、業績に連動する賞与、譲渡制限付株式報酬はございません。

　（3）業績連動報酬等に関する事項

　　　　　取締役の業績向上に対する意欲や士気を一層高めることにより、企業価値の持続的向上を図るため、取締役（社外取締役を除く。）に

　　　　対して業績連動報酬として賞与を支給しております。

　　　　　業績指標（KPI）は、営業利益および当期純利益とし、それらを選定した理由は取締役のモチベーションを引き上げ、積極的なコミットメン

　　　　トを促すために最も適しているからであります。

　　　　算定方法は、定量評価と個人評価を組み合わせ、以下の式により算定します。

　　　　個人別賞与額＝標準支給額(役員ごとの月額報酬×定量評価に基づく支給月数)×個人業績評価係数

　　　　なお、当事業年度における営業利益は121億円、当期純利益は84億円となっております。

　（4）非金銭報酬等の内容

　　　　　取締役に対して当社の企業価値の持続的な向上を図るインセンティブを与えるとともに、取締役と株主の一層の価値共有を進めること

　　　　を目的として、取締役（社外取締役を除く。）に対して非金銭報酬として譲渡制限付株式を支給しております。

　　　　　譲渡制限付株式は、対象取締役に対し金銭報酬債権を付与し、当該金銭報酬債権の全部を現物出資財産として会社に現物出資させる

　　　　ことで、対象取締役に当社の普通株式を発行また は処分し、これを保有させるものとし、上記月額報酬および賞与とは別枠で支給します。

　　　　　なお、対象取締役が譲渡制限期間満了前に当社の取締役会が正当と認める理由以外の理由により退任した場合等、当社と対象取締

　　　　役間で締結する譲渡制限付株式報酬割当契約で定める一定の事由に該当した場合には、当社は、支給した株式を無償で取得します。

　(5）取締役の個人別の報酬等の決定に係る委任に関する事項

　　　　当社では、取締役会決議に基づき、代表取締役社長執行役員園部俊行が、月額報酬については取締役会議長として、業績連動報酬（賞

　　　与）および非金銭報酬（譲渡制限付株式報酬） については社長執行役員として、それぞれ取締役の個人別の報酬額の具体的内容を決定

　　　しております。

　　　　その決定権限の内容は、各取締役の基本報酬の額、各取締役の役位および担当並びに個人別の業績を踏まえた賞与の配分、および譲

　　　渡制限付株式の付与数となっております。

　　　　取締役会議長または社長執行役員にこれらの権限を委任した理由は、当社全体の業績を俯瞰しつつ各取締役の担当領域や職責の評価

　　　を行うには、当該者が最も適しているからであります。なお、委任を受けた取締役会議長または社長執行役員は、その権限を適切に行使す

　　　るため、「ガバナンス諮問委員会」（当事業年度は独立社外取締役である委員長１名、独立社外 取締役１名、社長執行役員１名、計３名で

　　　構成）へ諮る、または同委員会に諮り定めた算出方法や内規等に従い、個人別の報酬等の額を決定しております。



　（6）当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等の内容が決定方針に沿うものであると取締役会が判断した理由

　　　　　取締役の個人別の報酬等の内容の決定にあたっては、取締役会から委任を受けた取締役会議長または社長執行役員が、「ガバナンス

　　　　諮問委員会」へ諮る、または同委員会に諮り定めた算出方法や内規等に従い個人別の報酬等の額を決定しているため、決定方針に沿う

　　　　ものであると判断しております。

　（7）取締役および監査役の報酬等についての株主総会の決議に関する事項

　　　　　当社の取締役の金銭報酬（月額報酬）の額は、2000年６月29日開催の第128期定時株主総会において報酬総額23百万円の範囲内と

　　　　決議しております。当該定時株主総会終結時点の取締役の員数は11名であります。

　　　　　また、当該金銭報酬とは別枠で、2020年6月25日開催の第148期定時株主総会において、株式報酬の支給限度について、金銭報酬債

　　　　権総額年額75百万円、普通株式総数年50千株の範囲内（社外取締役は付与対象外）と決議しております。当該定時株主総会終結時点

　　　　の対象取締役の員数は５名であります。

　　　　　当社の監査役の金銭報酬（月額報酬）の額は、2015年６月25日開催の第143期定時株主総会において報酬総額750万円の範囲内と決

　　　　議しております。当該定時株主総会終結時点の監査役の員数は4名であります。

　■取締役会が経営陣幹部の選解任と取締役・監査役候補の指名を行うに当たっての方針と手続

　　 　当社の取締役および執行役員の選任にあたっては、優れた人格、見識、能力および豊富な経験とともに、高い倫理観を有している者を候補

　　 者とします。また、当社の取締役会は、その役割・責務を実効的に果たすための知識・経験・能力を全体としてバランス良く備え、その多様性と

　　 適正規模を両立させる形で構成するものとし、当社の全ての取締役は、株主総会の決議で選解任され、執行役員は、取締役会の決議で選解

　　 任されます。

　　 　取締役候補および執行役員候補は、上記を踏まえ、取締役会議長が候補案を作成し、取締役会の諮問機関であり独立社外取締役を委員

　　 長とし、社外取締役、取締役会長および社長執行役員を委員とする任意の「ガバナンス諮問委員会」に諮ったうえで、取締役会において審議・

　　 決定いたします。

　　 　監査役の選任にあたっても、同様の者を候補者とし、上記を踏まえ、取締役会議長が候補案を作成し、監査役会の同意を得たうえで、取締

　　 役会で審議・決定いたします。なお、監査役のうち最低１名は、財務・会計に関する適切な知見を有する者とします。

　　 　なお、取締役会は、社長執行役員の後継者候補の育成が計画的に行われているかにつき、「ガバナンス諮問委員会」の助言を踏まえ、適切

　　 に監督いたします。また、取締役会は、社長執行役員がその機能を十分に発揮していないと認められる場合、「ガバナンス諮問委員会」（本件

　　 の場合、社長執行役員は出席しない。）に諮り、その助言を尊重した意思決定を行います。

　■取締役会が上記を踏まえて経営陣幹部の選解任と取締役・監査役候補の指名を行う際の個々の選解任・指名について

　　　 当社ホームページに掲載しております「第149期定時株主総会招集ご通知」の参考書類に、取締役・監査役候補者の個別の選任理由を記載

　　 しておりますので、ご参照下さい。

　　　 https://contents.xj-storage.jp/xcontents/AS03619/8b909c0a/3bec/4703/b1e1/142f33c8e1d7/140120210601436911.pdf

　　 　また、社外取締役および社外監査役については、本報告書の「２．１．機関構成・組織運営等に係る事項」の該当欄にも記載しております。

【補充原則３－１－３】サステナビリティに関する取り組み等

　（1）サステナビリティへの取り組み

　　　当社は1923年の創立以来、長年にわたり屋上緑化など自然との共生を意識したビル造りや保有ビルの環境負荷低減、また、地域社会との

　　共生に注力してまいりました。

　　　2010年以降「グループ環境方針」（取締役会決議により策定）を掲げてきたほか、2021年９月には新たに「ダイビルグループマテリアリティ」を

　　策定し、その策定プロセスとともに公表しております。社会が抱えるさまざまな課題を事業視点で評価し、社会とともに成長するために、短・中

　　・長期の時間軸それぞれにおいてビジネスチャンス（機会）やリスクとなり得る重要課題を策定し、経営会議で審議・承認したのち取締役会で確

　　認しました。

　　　体制面においては、環境や社会が抱える課題の解決ならびに当社グループの持続的成長に資する方策を検討、立案、レビューする機関とし

　　て、経営会議の下に「環境・サステナビリティ委員会」を設置しております。

　　　今後も引き続きサステナビリティに向けた取り組みを推し進め、事業活動を通じて持続可能な社会の実現に寄与してまいります。

　　　詳しい取組状況については、ホームページや統合報告書等をご参照ください。

　　　　「グループ環境方針」

　　　　https://www.daibiru.co.jp/company/philosophy/

　　　　取り組み状況

　　　　https://www.daibiru.co.jp/company/csr/

　　　　統合報告書「ダイビルレポート」

　　　　https://contents.xj-storage.jp/xcontents/AS03619/04720639/b27e/405d/ab0c/ceb47eae87f1/20210916135118528s.pdf

　（2）人的資本や知的資本への取り組み

　　　当社は以下を取り組みテーマとし、人材・組織力の強化を図っております。

　　　・グループ横断的な連携体制による価値創造

　　　・チェレンジングな企業風土の醸成

　　　・高品質なサービスを担保する人材確保・育成

　　　・ダイバーシティ＆インクルージョンの推進

　　　・従業員の健康と安全の追求、人権の尊重　　　

【補充原則４－１－１】取締役会の判断・決定、経営陣に対する委任の範囲の開示

　取締役会は、法令および定款の定めにより取締役会の決議を要する事項および経営上の重要事項について、審議・決定いたします。なお、不動
産の開発、固定資産や株式等の取得・処分、長期資金の調達、融資・保証等については、業務ごとのリスクの性質に応じて個別に設定した基準
額を超える案件については取締役会で審議・決定し、それ以外は経営会議に委任しております。

【原則４－９】独立社外取締役の独立性判断基準及び資質

　当社は、独立社外取締役の独立性に関する基準を定め、当社ホームページで公表しておりますので、ご参照下さい。

　　https://contents.xj-storage.jp/xcontents/AS03619/953ce4d2/b149/4d33/aa8c/a3e21a7fbe70/20181217134939299s.pdf

【補充原則４－１１－２】取締役・監査役の他の上場会社の役員兼任状況の開示

　当社は、「コーポレートガバナンスに関する基本方針」において、独立社外取締役および独立社外監査役が他の上場会社の取締役または監査
役を兼任する場合の社数の上限を、当社を含め４社までと定めております。

　また、取締役および監査役の重要な兼職の状況につきましては、当社ホームページに掲載しております「第149期定時株主総会招集ご通知」の
参考書類に記載しておりますので、ご参照下さい。



　https://contents.xj-storage.jp/xcontents/AS03619/8b909c0a/3bec/4703/b1e1/142f33c8e1d7/140120210601436911.pdf

【補充原則４－１１－３】取締役会の実効性分析・評価の実施と開示

　当社は、取締役会の実効性を高めるための取り組みにつなげることを目的に、毎年取締役会の実効性評価を実施しております。本年度の評価
にあたっては、取締役および監査役全員に対して、当社が２０１５年１２月に制定した「コーポレートガバナンスに関する基本方針」に基づき、取締
役会の構成および運営などを自己評価する記名によるアンケート調査を行い、その調査結果を参考に、取締役会で議論いたしました。

　取締役会での議論の結果、当社の取締役会は、その構成に関し、規模や知識・経験・能力のバランス、ジェンダー等の多様性につき、引き続き
検討を要するものの、高い公正性や透明性が維持され、当社グループの長期的な企業価値の向上を図るうえでその責務を果たしている、というこ
とを確認いたしました。以上の評価を基に、今後も取締役会において継続的に議論を行うことにより実効性をさらに高めていくことが重要であると
の認識に至りました。

　

【補充原則４－１４－２】取締役・監査役のトレーニング方針の開示

　当社では、新任取締役および新任監査役は、当社グループの経営戦略、中期経営計画、財務・会計および業務の状況などについて、それぞれ
の担当役員または所管部署から説明を受けることとしております。

　また、当社は、取締役および監査役が、その役割を果たすために必要とする、経済情勢、業界動向、法令遵守、コーポレートガバナンス、および
財務・会計その他重要な事項に関する情報を、適時に提供し、取締役および監査役の職務執行の支援を行っております。

　更に、取締役および監査役が、実際の現場についての理解を深められるよう、当社グループのビル管理品質向上プログラム等に参加する機会
を設けております。

【原則５－１】株主との建設的な対話に関する方針

　当社は、株主・投資家との建設的な対話を促進するために、資本コストも意識しつつ、中期経営計画の進捗をはじめとする経営状況や定量的な

財務情報に加え、非財務情報に関しても適時かつ適切に開示することにより、企業としての説明責任を果たします。また、中期経営計画実現の

ために必要な経営資源の配分等に関し、株主・投資家に説明いたします。

　当社は、社長執行役員を責任者とし、取締役または執行役員の中からIR担当役員を定め、経営幹部が主体となって株主・投資家との対話を推
進いたします。

　対話の手段としては、決算説明会の開催、株主・投資家との個別面談等を実施する他、当社ホームページにおいて、国内外の株主・投資家へ向
けた会社情報の発信を行います。

２．資本構成

外国人株式保有比率 10%以上20%未満

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

株式会社商船三井 59,527,766 51.74

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 7,576,100 6.58

株式会社三井住友銀行 5,730,287 4.98

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 5,362,900 4.66

関西電力株式会社 2,953,628 2.56

ＣＧＭＬ　ＰＢ　ＣＬＩＥＮＴ　ＡＣＣＯＵＮＴ／ＣＯＬＬＡＴＥＲＡＬ 1,784,300 1.55

ＳＳＢＴＣ　ＣＬＩＥＮＴ　ＯＭＮＩＢＵＳ　ＡＣＣＯＵＮＴ 1,091,870 0.94

株式会社日本カストディ銀行（信託口９） 875,400 0.76

STATE　STREET　BANK　AND　TRUST　COMPANY　FOR　DWS　RREEF　REAL　ASSETS　
FUND

864,400 0.75

AVI　JAPAN　OPPORTUNITY　TRUST　PLC　 854,300 0.74

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 株式会社商船三井　（上場：東京）　（コード）　9104

補足説明

　大株主の状況については２０２１年９月３０日現在で記載しております。　

３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 第一部

決算期 3 月

業種 不動産業

直前事業年度末における（連結）従業員
数

1000人以上



直前事業年度における（連結）売上高 100億円以上1000億円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社以上50社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

　 当社は、親会社および親会社のグループ会社に対して当社所有ビルを賃貸等しておりますが、賃貸料等の決定については一般の取引先同

様、近隣相場や市場価格を参考に双方協議の上決定するなど、社会通念に照らして公正妥当な取引を行っております。また、当社は、親会社企
業グループの中で明確な事業の棲み分けがなされており、基本的には親会社グループから当社の自由な事業活動を阻害する状況にはなく、少数
株主の保護が図られると考えております。

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

１．親会社の企業グループにおける位置付け

　 株式会社商船三井（以下、「商船三井」という）は当社の親会社です。

　 商船三井グループは、海運関連企業集団を形成しており、同社グループの事業は、ドライバルク船事業、エネルギー輸送事業、製品輸送事業、

関連事業およびその他事業の５セグメントに分類されています。当社は、不動産事業を行っており、上記５つの事業区分のうち関連事業に位置付
けられます。

２．親会社からの独立性確保に関する考え方・施策等

　 当社の事業は親会社企業グループの中で関連事業に属し、不動産事業の中核企業として位置づけられています。親会社企業グループの他の

企業と事業領域が異なっているため、事業上の制約やリスク面での連鎖は小さく、独立性が高いと認識しております。



Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査役設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 14 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 6 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 2 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

2 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

大井　篤 他の会社の出身者

宮野谷　篤 他の会社の出身者

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

大井　篤 ○
現　一般財団法人　日本自動車査定協会
理事長

・国内外で行政および会社経営を通じて培われ
た幅広い経験と知見を当社の経営に反映して
いただくため、選任しております。

・当社と利害関係のない中立的な立場にあり、
取引所が定める独立役員に関する判断基準に
照らしても、一般株主と利益相反の生じるおそ
れがないため、独立役員に指定しております。

宮野谷　篤 ○

現　株式会社NTTデータ経営研究所　

取締役会長

現　株式会社岩手銀行　社外取締役

・中央銀行等における業務を通じて培われた幅
広い経験と知見を当社の経営に反映していた
だくため、選任しております。

・当社と利害関係のない中立的な立場にあり、
取引所が定める独立役員に関する判断基準に
照らしても、一般株主と利益相反の生じるおそ
れがないため、独立役員に指定しております。



指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

あり

任意の委員会の設置状況、委員構成、委員長（議長）の属性

委員会の名称 全委員（名）
常勤委員

（名）
社内取締役

（名）
社外取締役

（名）
社外有識者

（名）
その他（名）

委員長（議
長）

指名委員会に相当
する任意の委員会

ガバナンス諮問委員
会

3 0 1 2 0 0
社外取
締役

報酬委員会に相当
する任意の委員会

ガバナンス諮問委員
会

3 0 1 2 0 0
社外取
締役

補足説明

　 取締役会は、取締役および執行役員の選任・解任、取締役および執行役員の報酬等の決定、社長執行役員の後継等に関して、当社の経営理

念、中長期的な経営計画、事業の特性等を踏まえて取締役会に助言を行う任意の諮問機関として、独立社外取締役を委員長とし、社外取締役、
取締役会長および社長執行役員を委員とする任意の「ガバナンス諮問委員会」を設けております。

【監査役関係】

監査役会の設置の有無 設置している

定款上の監査役の員数 4 名

監査役の人数 3 名

監査役、会計監査人、内部監査部門の連携状況

１．監査役と会計監査人の連携状況

　 監査役は会計監査人との間で定期的に会合を開き、監査に関する意見交換および方針の策定等を行っております。具体的には、会計監査人

による期初における監査計画の報告、その実施状況についての報告、あるいは実施する監査重点項目の打合せ等で、原則として財務・経理部長
および同部の関係者も同席し、年間合計およそ８回程度実施しております。

２．監査役と内部監査部門の連携状況

　 内部監査室は日頃から監査役と連絡・調整を行っております。また、監査役は内部監査室の使用人に監査業務に必要な事項を命令することが

でき、命令を受けた使用人は、その命令に関して、取締役、執行役員およびその他使用人等の指揮命令を受けないものとしております。

社外監査役の選任状況 選任している

社外監査役の人数 2 名

社外監査役のうち独立役員に指定され
ている人数

2 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k l m

妙中　茂樹 公認会計士

西出　智幸 弁護士

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社又はその子会社の非業務執行取締役又は会計参与

c 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

d 上場会社の親会社の監査役

e 上場会社の兄弟会社の業務執行者

f 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者



g 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

h 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

i 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

j 上場会社の取引先（f、g及びhのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

k 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

l 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

m その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

妙中　茂樹 ○

現　妙中茂樹公認会計士事務所　所長

現　日本システム技術株式会社　社外監
査役

現　株式会社電響社　社外監査役

・公認会計士として幅広い実務経験と見識を有
しており、これらを当社の監査に反映していた
だくため、選任しております。

・当社と利害関係のない中立的な立場にあり、
取引所が定める独立役員に関する判断基準に
照らしても、一般株主と利益相反の生じるおそ
れがないため、独立役員に指定しております。

西出　智幸 ○ 現　きっかわ法律事務所　弁護士

・弁護士として幅広い実務経験と見識を有して
おり、これらを当社の監査に反映していただくた
め、新たに選任いたしました。

・当社と利害関係のない中立的な立場にあり、
取引所が定める独立役員に関する判断基準に
照らしても、一般株主と利益相反の生じるおそ
れがないため、独立役員に指定しております。

【独立役員関係】

独立役員の人数 4 名

その他独立役員に関する事項

　 独立役員の資格を有する社外役員は、社外取締役の大井篤氏並びに宮野谷篤氏、社外監査役の妙中茂樹氏並びに西出智幸の４名であり、当

社は当該４名を独立役員に指定しております。

　 当社と大井篤氏および同氏の兼職先である一般財団法人日本自動車査定協会との間には、特別の利害関係はありません。

　 当社と宮野谷篤氏および同氏の兼職先である株式会社NTTデータ経営研究所並びに株式会社岩手銀行との間には、特別の利害関係はありま

せん。

　 当社と妙中茂樹氏および同氏の兼職先である妙中茂樹公認会計士事務所、日本システム技術株式会社および株式会社電響社との間には、特

別の利害関係はありません。

　当社と西出智幸氏および同氏の兼職先であるきっかわ法律事務所との間には、特別の利害関係はありません。

　

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

業績連動報酬制度の導入

該当項目に関する補足説明

　本報告書「コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示」欄の、「【原則３－１】情報開示の充実　■取締役会が経営陣幹部・取締役の報
酬を決定するに当たっての方針と手続」に記載の内容をご覧下さい。

ストックオプションの付与対象者

該当項目に関する補足説明

―――

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

該当項目に関する補足説明



　 ２０２０年度における取締役に対する報酬等の額は２４６百万円（うち社外取締役１８百万円）であります。

　 （注）上記報酬等の額には、２０２０年度に係る取締役賞与金が含まれております。　　　

報酬の額又はその算定方法の決定方針
の有無

あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

　 本報告書「コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示」欄の、「【原則３－１】情報開示の充実　■取締役会が経営陣幹部・取締役の

報酬を決定するに当たっての方針と手続」に記載の内容をご覧下さい。

　

【社外取締役（社外監査役）のサポート体制】

　 社外取締役（社外監査役）については、取締役会事務局である総務部がサポートしております。主な連絡・調整事項は取締役会（および監査役

会）に関するものであり、取締役会等の会日に先立って議題および議案に関する資料提供や説明を行います。

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

　 当社は取締役会を、株主からの委託を受け、効率的かつ実効的なコーポレート・ガバナンスを実現し、当社が持続的かつ安定的に成長し、長期

的な企業価値の最大化を図ることに責任を負うものと位置付けており、取締役６名（うち社外取締役２名）で構成されております。原則として毎月１
回開催し、必要に応じて臨時に開催し、会社経営全般の基本方針を決定するほか、取締役の職務及び執行役員の業務執行を監督します。経営
の重要事項はここに全て付議し審議決定しております。併せて業務執行状況についても随時報告されております。

　 また、監査役および執行役員を交えて「経営ビジョン会議」を定期的に開催し、当社の中長期的な戦略について議論しております。

　 加えて、取締役会の任意の諮問機関として、独立社外取締役を委員長とし、社外取締役、取締役会長および社長執行役員を委員とする「ガバ

ナンス諮問委員会」を設置し、取締役および執行役員の選任・解任、取締役および執行役員の報酬等の決定、社長執行役員の後継等に関して、
取締役会に対して助言を行います。

　

　 当社は業務執行レベルでの意思決定の迅速化、業務遂行能力強化を図ることを狙いとして、２００７年より執行役員制度を導入しております。執

行役員は取締役会で選任され、社長執行役員から権限の委譲を受け、担当部門の責任者として業務遂行を行います。また、原則毎月３回、社長
執行役員、副社長執行役員、専務執行役員、常務執行役員を構成メンバーとする「経営会議」を開催し、取締役会において決定した経営全般の基
本方針に基づき、業務執行に関わる個々の重要案件の意思決定にあたり、十分な審議を行っております。

　 また、経営会議の事前審議等機関として、５つの委員会を設置しており、経営会議に付議される重要案件や部門を跨る案件などの検討・審議を

行っています。

　 「内部監査室」は、子会社を含め業務活動全般に関し幅広く内部監査を実施しており、監査役とも連携をとりながら業務の改善、法令の遵守等

について具体的な助言・勧告を行っております。

　 「監査役会」は３名（うち常勤１名）で構成されており、各監査役は監査役会が定めた監査の方針、業務の分担等に従い、取締役会への出席、重

要な書類の閲覧、事業所の調査等を通じた監査を行うほか、会計監査人から監査に関する報告を受け、検討を行っております。なお、常勤監査役
堀口英夫氏は長年にわたる財務・経理部門の実務経験を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有するものであります。

　 当社は、取締役６名のうち２名を独立社外取締役、監査役３名のうち２名を独立社外監査役とし、常に客観性を確保できる経営体制を整えてお

ります。なお、当社は会社法第４２７条第１項の規定に基づき、社外取締役大井篤氏並びに宮野谷篤氏、社外監査役妙中茂樹氏並びに西出智幸
氏の各氏との間において、同法第４２３条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任限度額は、
法令が定める最低責任限度額としております。

　 会計監査人については、有限責任 あずさ監査法人と監査契約を締結しております。当社の会計監査業務を執行した公認会計士は、近藤康仁

氏、三宅潔氏であり、補助者は公認会計士６名、その他１２名であります。

（注）その他は公認会計士試験合格者等であります。

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

当社は監査役会による当社経営への監視が有効に機能していると判断し、監査役設置会社形態を採用しております。

また、社外取締役を複数選任することにより、取締役会における議案審議、意思決定における妥当性・適正性の確保を図っております。



Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

株主総会招集通知の早期発送
　 当社は、株主が株主総会議案の十分な検討時間を確保し、適切に議決権を行使するこ

とができるよう、定時株主総会の招集通知の早期発送に努め、また、発送と同時に当社
ホームページに当該招集通知を開示いたします。

集中日を回避した株主総会の設定 集中日を回避して開催しております。

電磁的方法による議決権の行使 インターネットによる議決権の電子投票制度を採用しております。

議決権電子行使プラットフォームへの参
加その他機関投資家の議決権行使環境
向上に向けた取組み

2021年6月開催の定時株主総会より、株式会社ＩＣＪが運営する機関投資家向け議決権電
子行使プラットフォームに参加しております。

招集通知（要約）の英文での提供 一定期間、当社ホームページに英文招集通知を掲載しております。

その他 一定期間、当社ホームページに招集通知を掲載しております。

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有

無

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

　 社長およびＩＲ担当役員による決算説明会を年１回定期に開催するほか、

個別面談・説明会も適宜実施しております。
あり

IR資料のホームページ掲載
　 当社ホームページにアナリスト・機関投資家向け決算説明会の資料、決算

短信、有価証券報告書、報告書等を掲載しております。

IRに関する部署（担当者）の設置 IR 担当部署は経営企画部であります。

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

社内規程等によりステークホルダーの立
場の尊重について規定

　 『ミッションステートメント』において顧客重視の姿勢を掲げるほか、『グループ行動規準』

においても、公正な開示、社会貢献等ステークホルダーの立場の尊重について規定してお
ります。

環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施

　 環境保全を進めるため「グループ環境方針」を掲げるとともに、企業活動と環境保護との

調和をはじめとするＣＳＲ活動に積極的に取組むことを目的に「CSR・環境委員会」を設置し
ております。CSR活動、環境保全活動として、「地域社会との共生」、「社会貢献・文化支
援」、「オフィスとみどりの共生」、「環境共生」等に取り組んでおり、その内容をホームペー
ジで公開しております。



Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

　 当社は、会社法および会社法施行規則に定める「業務の適正を確保するための体制」について、取締役会において決議しております。その内容

は以下のとおりであります。

１．取締役の職務の執行および執行役員、使用人の業務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制

（１）当社は「法令および規則を遵守し、社会の一員として、社会規範、企業倫理に照らして品位ある行動をすること」を「グループ行動規準」に掲

　　 げ、また、取締役、執行役員、使用人の行動規範を「コンプライアンス規程」に定め、これらの遵守を図る。

（２）コンプライアンスの基本方針の策定・実施、ならびにコンプライアンス違反の再発防止策および是正措置に関する審議等を行う「コンプライア

　　 ンス委員会」を設置し、コンプライアンス体制の推進を図る。

（３）「コンプライアンス規程」に基づき、コンプライアンスに関する報告・相談のための社内窓口および会社から独立した外部窓口を整備・運用す

　　 る。

（４）取締役会は、「取締役会規程」により、その適切な運営を確保し、取締役の職務の執行および執行役員の業務の執行を監督し、法令および定

　　 款違反行為を未然に防止する。また、取締役は取締役会を通じて会社経営全般の最高方針決定に関わるとともに、取締役会の一員として、

　　 執行役員の業務執行を監督・督励する。

（５）取締役会は「経営会議」を設置し、同会議は取締役会が決定した最高方針に基づき、社長執行役員が経営の基本計画および業務の執行に

　　 関する重要案件を決裁するための審議を行う。

（６）取締役会は、監査役が「監査役会規程」および「監査役監査基準」により定める監査の方針に従い取締役の職務の執行および執行役員の業

　　 務の執行を監査し、その他法令で定める任務を遂行できる環境を確保するよう努める。

（７）内部監査部門として、他の部室から独立した「内部監査室」を設置する。

２．取締役の職務の執行および執行役員の業務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制

　 取締役の職務の執行および執行役員の業務の執行に係る情報については、「取締役会規程」「文書規程」および「電子情報セキュリティ対策基

　 準」に基づき、定められた期間、適切に保存・管理し、閲覧可能な状態を維持する。

３．当社および子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　 「リスク管理規程」に基づき、以下のリスク管理を行う。

（１）「経営会議」はリスク管理の統括組織として、リスク管理の体制の整備、方針および施策の策定ならびにこれらのモニタリングを行う。

（２）経営会議の事務局は個別リスクを所管する部室ならびに子会社のリスク管理状況を把握し、「経営会議」に報告する。

（３）個別リスクを所管する部室ならびに子会社は、それぞれが担当する業務に関するリスクの管理を行う。

（４）リスクが顕在化し、不測の事態が発生した場合または発生が予測される場合、当該リスクを所管する部室または子会社が中心となり、損害・

　　 影響等を最小限にとどめるとともに、原因を究明し、再発の防止に向けた体制を整備する。

４．取締役の職務の執行および執行役員の業務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

（１）取締役会は年間１０回程度、適切な間隔を置いて開催する。取締役会に付議すべき重要な事項は「取締役会規程」に定め、原則として「経営

　　 会議」においてあらかじめ審議する。また、取締役、監査役および執行役員が出席する「経営ビジョン会議」を開催し、当社の中長期的な戦略

　　 につき議論する。

（２）社長執行役員、副社長執行役員、専務執行役員、常務執行役員で構成される「経営会議」は、原則として、毎月３回開催する。また、「経営会

　　 議」の下部組織として委員会を設け、必要事項につき諮問する。

（３）執行役員制度を導入し、取締役会で選任される執行役員は、「組織規程」に定める「業務分掌」、「職務権限」ならびに「執行役員規程」に基づ

　　 き、業務執行を行う。

５．財務報告の信頼性を確保するための体制

（１）適切な会計処理を確保し、財務報告の信頼性を向上させるため、「経理規程」を定めると共に、財務報告に関わる内部統制の体制整備と有効

　　 性向上を図る。

（２）「内部監査室」は、財務報告に関わる内部統制の有効性を評価する。被評価部室は、是正または改善の必要がある場合には、その対策を講

　　 じる。

６．当社ならびに親会社および子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

（１）当社グループの経営理念として「グループメッセージ」を掲げ、子会社と共有するとともに、全ての子会社に適用する「グループ行動規準」を定

　　 め、これらを基礎として子会社で諸規程を定める。加えて、グループ経営およびグループのリスク管理を議論する「ダイビルグループ会議」を

　　 開催する。

（２）子会社の経営管理について、管理担当部室を定め、同部室長は「グループ会社管理規程」に基づき、子会社の重要経営事項について、報告

　　 を求める。

（３）子会社におけるコンプライアンスを確保するため、当社の「コンプライアンス規程」に則り各子会社で定めた諸規程に従い、コンプライアンス事

　　 案について当社へ報告する。また、「グループコンプライアンス連絡会」を定期的に開催し、グループとしてコンプライアンスの徹底を図る。

（４）当社の内部監査室は、内部監査規程に基づき、必要に応じ子会社の内部監査を行う。

（５）当社の親会社が定めるグループ企業理念に則った適正な業務を行う。

７．監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項、同使用人の取締役からの独立性に関する
事項および同使用人に対する監査役の指示の実効性の確保に関する事項

（１）監査役は、「内部監査室」所属の使用人に監査役監査業務に必要な事項を指示することができる。

（２）前項の指示を受けた使用人は、その指示に関して、取締役、執行役員およびその他の使用人等の指揮を受けない。

（３）監査役が、その職務を補助すべき使用人を設置することを求めた場合には、監査役と協議の上、適任と認められる人員を配置する。

（４）監査役の職務を補助すべき専属の使用人を設置した場合は、同使用人の任命および異動は監査役の同意を必要とし、人事評価については

　　 監査役の意見を十分に尊重する。

８．当社および子会社の取締役、執行役員および使用人他が当社の監査役に報告をするための体制、当該報告をした者が当該報告をしたことを
理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制および当社の監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

（１）取締役会には監査役全員が、「経営会議」他重要な会議には常勤監査役がそれぞれ出席するとともに、取締役、執行役員および使用人は、



　　 当社グループに著しい損害を及ぼすおそれのある事実その他報告すべき事項を当社の監査役に報告する。

（２）当社の常勤監査役は、子会社の重要な事項に関する報告を受けるとともに、子会社の取締役、執行役員および使用人は、当社グループに著

　　 しい損害を及ぼすおそれのある事実その他報告すべき事項を当社の監査役に報告する。

（３）代表取締役は監査役と定期的に会合を持つよう努める。

（４）「内部監査室」は監査役と連絡・調整を行い、監査役の監査の実効的な実施に協力する。

（５）当社および子会社の取締役、執行役員および使用人他が当社の監査役に報告したことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保す

　　 る。

９．監査役の職務の執行について生ずる費用の前払または償還の手続その他の当該職務の執行について生ずる費用または債務の処理に係わ
る方針に関する事項

　 監査役が職務を執行するうえで必要な費用については、予め会社に請求でき、緊急または臨時に支出した費用については事後会社に償還を

請求できる。会社は監査役の請求に基づき、必要と認めた費用を負担する。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

１．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方

　 当社グループは、反社会的勢力に対して、毅然とした態度で対応し、一切の反社会的行為を排除する。

２．反社会的勢力排除に向けた整備状況

　 当社グループは、「グループ行動規準」に反社会的勢力の排除に関する方針を掲げ、万一反社会的勢力による不当要求等があった場合は、

「毅然とした態度で拒否し、担当部署に報告のうえ、適切な処置を行うこと」とする。また、平素より、警察をはじめ外部専門機関とも連携し、定期的
な情報収集、社内への注意喚起等を行う。



Ⅴその他

１．買収防衛策の導入の有無

買収防衛策の導入の有無 なし

該当項目に関する補足説明

―――

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

適時開示体制の概要は以下の通り。

１．適時開示に関する姿勢・方針

　 当社は「株主はじめ、広く社会とのコミュニケーションに努め、公正、透明な企業活動を行い、情報を積極的かつ適正に開示します。」を『グルー

プ行動規準（３．公正な開示）』に掲げ、後記の適時開示に係る体制を整備しております。

なお、コンプライアンス研修会等を通じて、グループ役職員に対し適時開示を含む日常業務における法令遵守の徹底を図っております。

２．適時開示業務を執行する体制

（１）担当責任者

　ア．経営企画部長、総務部長および財務・経理部長を、当社ならびに当社子会社に係る重要な会社情報の適時開示（以下「適時開示」という）

　　　 に関する担当責任者（以下「担当責任者」という）としております。

　イ．各担当責任者は、それぞれの業務所管事項に照らし、当社ならびに当社子会社に関して生ずる決定事実、発生事実等について、取引所が

　　　 定める適時開示規則に則し、適時開示の必要性の是非、開示内容、時期について判断、決定します。

　ウ．なお、会社の決算に関する情報（四半期開示に関する事項を含む）は財務・経理部長、子会社に関する情報は経営企画部長を担当責任者

　　　 とします。

　エ．各担当責任者は、それぞれ業務所管に関する事項のみならず、その周辺関連事項あるいは他の担当責任者の所管にも重複して関連する

　　　 事項等について、適時開示に遺漏なきよう、お互いに緊密に連絡を取り合うことが求められており、その取り纏めは情報取扱責任者である

　　　 総務部長が行います。

　オ．総務部長（情報取扱責任者）は、必要に応じ取引所の上場部担当者と事前に相談を行います。

（２）開示手続

　ア．各担当責任者は、当社の取締役会、経営会議において決議、報告される各事項について、会社情報の適時開示の必要性の是非等につい

　　　 て判断、決定します。

　イ．各担当責任者は、原則として、その適時開示にあたっては、その開示内容等について、総務部長（情報取扱責任者）を経て管理部門管掌

　　　 の執行役員の承認を得る必要があります。

　ウ．各担当責任者は、適時開示に関し単独では判断できない場合には、速やかに管理部門管掌の執行役員および総務部長、必要に応じて

　　　 他の担当責任者を招集してその決定を行います。

　エ．各担当責任者は、必要に応じ会計監査人あるいは監査役の意見を聴取します。

３．適時開示体制を対象としたモニタリング

（１）内部監査部門によるモニタリング

監査対象から独立した立場で業務活動全般に関しモニタリングを実施し、必要に応じ具体的な助言・勧告を行っております。

（２）監査役によるモニタリング

内部監査部門および会計監査人と情報交換を行いながら、経営者を含む業務執行機関から独立した立場でモニタリングを実施しております。



（内部統制システムを含むコーポレートガバナンス体制についての模式図）

（適時開示体制の模式図）
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